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○ 二つの案が出て ,良 くその蘭の 専 情が判っていないO (中島 )
○ また 128euの原子核粛係の計画の為に物性関係が無塵な案を強制され
ているのではないかといった質問が出たO 併 し比等の案が 12Bevだげに
対して作られて物性関係は独立する可能性はあま りないという考え方に立
っているo (宮慎 ,/j＼野 )
4. その他 (略 )
国立 大学 研究所協議会共 同利用研究所
小委 員会第 2次報 告 (58･7.17)
(新 しい型の国立の共同利用研究所について )
(委員長､武 藤 俊之助 )
昨年秋提出した第 1次中間報告において述った如 く･,純粋の学術研究機関







すを草か りでな く ･個 々の大学 自治の枠を こえるおそれが生 じた こと0
回 研究所~の設置 ･運営に賓する経費が ,国立大学の一般予算 との均衡を著し
しく失するほど巨額なものとなる研究分野が生 じたこと.,
(,弓 主 として施設を中心 とする共同利用に重点のある研究分野が生じたことD
等であった凸 さらVL第一次中間報告においては前述の新 しい塾の国立 の共同
利用研究所が ,純粋の学術研究を行な う研究機関 として満足すべき7個の条
件を提示 し ,その性格の指向を提唱した凸
以来新 しい塾の国立の共同利用研究所の設置方式 ,組織編成 ,管理運営の




し,それ らをも参考にしつつ検討を進めたのであるが ,その結果 ,ほぼ成案
にL近いものを得るに到ったO しか しながらその細 目については ,なお ,意 見
のわかれる面もあるので ,審議経過報告を行ない ,その成案のあ らましを紹
介するものである,,
1. 新 しい塾の国立の共同利用研究所 (以下 ｢研究所｣ という)の性格につ
いて
研究所の性格についてをよ,種 々検討の結果 ,研究所の目的 とする研究分
野のセ ンターとな り,主導 的研究の実施 ,共同研究の場の提供 .施設 ,読
備の共同利用等によって ,当該分野の研究の推進ILfi:らびに当該分野を専攻
する研究者の養成を図るものであ り,また大学におけると同様に ,研究の
自由が保障され ,純粋の学府研究を行 な う機関であって ,大学 と不即不離
の関係を保つものであるとの見解に !まとまっている,
2.設置方式について
始め種 々の案が提案 されたが ,主 として実施に際 しての法制上の垣難が大
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きいため ,い くつかの案は消え去 り最後に次の5-案が集中的に検討された0
第 1案 .太省直轄方式 文部大臣の直轄機関とし,別に文部省の相馬磯
詞として研究所審議会 (仮称 )を置 く,,




文部省の外局として科学研究委員会 (仮称 )を置きその所轄機肇と了 る?
委員会は ,研究所を設置運営するほか ,若干の科学行政を実施することも考
えられる,






会議 (仮称 )(以下 r会議｣ とい うL, )を設置 し会議に研究所を置 くD
評 議 会
以上5案についてそれぞれの利 害 得 失について十分な 検 討 が 行 な わ れ た が ,
研究所が純粋の学府研究機関である と い う性格を十 分考 慮 し て , 第 5 案 が 最
も適当であるとの意見が多い〔
なお,共同研究推進会議を研究分 野 毎に設置すべ Lとの意 見 も あ る 0
5.会議の権限および構成L'/rついて
会議の権限については,研究所の 管 理運営の大綱 の決定 , 研 究 所 の 研 究
計画の基太方針の策定,研究所の予算 案の審議 ,調整 ,研究所 の 人 妻薯 の 基
準の決定その他研究所に関する重要車項に 韓 す る 審 議 を 行 な う 権 限 を 持 た
すべきであるとの意見が多い(
また ,会議の構成については
イ)研究所が大学のextensionであるこ と に か ん が み 国 立 ､大 学 賂 会 か ら
推薦 された学長 4名 ,関係研究者の総 意 を 反 映 さ せ る た め に , 日義 学 術
会議代表 1名 ,会議におかれる研究所 の 意 見を 会 議 に 反 映 さ せ る と と も
に ,研究所の実態から遊離した審議が な さ れ な い よ う に 研 究 所 か ら の 代
表者 1名および国立大学以外の学識経 験 者 の 意 見 を 反 映 さ せ る こ と も 考
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慮 して民間人 1名の計 7名で構成するF,
ロ)上記のうち学長を国立大学陰金推薦とせず ,研究所推薦 とする考えも
あるn
ハ)構成員数を 9名として ,学長 5名 ,日東学術会議代表 2名とする (鶴
はイ)と同じ )意 見もあるO









るばか りでな く積蔭的に建議すべきものとする意見もある)として ,各共
同利用 研究所 の代表 (複数 )をもって構成する評議会を必置するものとす
べきであるとの全員-致の意 見である爪 (こuTLj評議会は ,大学 の評議会に
相当す るものと考えちれるo )
なお ,場合によっては会議 と評議会 とが合同会議をもつのもよいであろ
うとの意 見もあるC,
5. 研究所の組織編成 ,管腰運営について
日) 商議会 (仮称 )の設置
個 々の研究所に ,共同利用の趣旨にそって ,専業計画 ,経費の見積 り,
人事その他の管理運営に関する重要事項を所掌する合議制の商議会を置
くべきであるとの全員一致の意 見である｡





れ た と ころ で あ るが ,そ れ ら意 見を 整 理 す る とほ ほ 次 の 5案 に し ぼ られ
るO す な わ ち
函 南 議 会 は 審 議 決 定 す る最 高 機 関 ･と し ,研 究 所 の主 要 な職 員 お よび 日
太 学 術 会 議 (又 は 関 係 研 究機 関 )に よ り推 薦 され た 者 を以 っ て 構 成 す
るO な お ,所 長 お よ び 研 究 に 従 車 す る 所 員 の 任 免 は ,商 議 会 の 議 に 基
づ き 任 命権 者 が 行 な う も の とす る S,
また ,研 究所 の 恒 常 的 運 営 に 閑 し ,所 長 の 諮 問 機 関 と し て 研 究 tl,こ従
車 す る主 要 な磯 員 に よ っ て構 成 され る所 員 会 議 が 当 然 置 か れ る べ き で
あ るが ,商議 会が 審 議 決 定 す る最 高機 関 で あ る の で ,所 員 会 議 は所 長
の単 な る諮 問寝 所 とな る0
回 商 議 会 を所 長 に 助言 す る機 関 と し ,冒太 学 術 会 議 (叉 は 関 係 研 究 機
関 )に よ り推薦 され た 者 を も っ て構 成 す る o な お ,所 長 の 任 免 は '商
議会 の推薦 に基 づ き ,所 員 の任 免 は 所長 の 申 し出 に 基 づ き そ れ ぞ れ 任
命権 者 が行 な うも の とす るO この場合 ,所 員会 議 は大 学 の教 授 会 に 準
じ ,職 員 の人 主客に 関 して は 実質 的 な 決 定 機 関 とな る0
日 商議 会 を所 長 の語間 械 醤 とし ,研 究 所 の 呂的 とす る研 究 の 分 野 を 専
攻 す る研 究者 を もっ て 構成 す るo この場 合 t所 員会議 は ,何 に お け る
と同 様 の権 限 を看 す るo ((イ叫 ′､担 い ず れ に おい ても ,商議 会 の 議 長
は .商議 昌 仁仮称 )の互 選 に よ るO )
以 上 で あ るが ,これ らト1ト 吊 のい ずれ を 適 当 とす るか は ,研 究 所 設 置 の
さ い ; 当 該 研 究 分 野 の 研 究 員 の 総 意 に よ っ て 決 定 す る べ き で あ ろ う と の 委
員 多 数 の 見 解 で あ る ¢
(5 ) 内 部 組 織 等
研 究 所 に は , た と え ば 管 理 部 , 節 究 部 , 共 同 研 究 部 . 技 術 部 等 必 要 な
郡 を 設 け る と と も に ' 必 要 な 施 設 を 附 置 し , ま た 各 部 の 定 員 は , 研 究 活
動 の 実 態 に 即 応 し た も の と す る こ と が 必 要 で あ る と の 意 見 が 強 い 0
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(4き 磯貝の構成 ,処遇および身分取扱
職員の構成 ,処遇および身分取扱については ,所轄方式 と共に特に重
要な専項 として .検討を行ない ,大要次のような結論 を得ているo
U再 構 成
① 研究所に次JLl域員をお くo
所長 ,教授 ,助教授 ,助手 ,事務職員 ,技術職員
(夢 所長は ,研究所の教授をもってあてるp
⑨ 研究所に研究員 (共同研究に参加するため ,あるいは施設を利用
して研究するため外 部から派遣 され ,当分の問研究に従車する老 )
を必要虹よりおく∩
伺 処遇および身分職級
(∋ 教授 ,助教授および助手 (以下 ｢教官｣ とい う缶 )は ,研究所の
純粋の学術研究機関であ り,大学の延長 とも見倣 される性格をもっ
こと ,さらに現行大学 との問の人嚢の交流を円滑にすること等を考
慮 して ,国立 大学の教官 とするべきである,そのため ,国立学校設
置法施行令 ,同施行規則にその総数 ,職 の緯須 ごとの定数を特定大
学に属 しない教官として ,それぞれ明記 し ,またその処遇および身
分取扱を ,既存国立大学 の教官 と同等にするための所要の措置を講
ずべきであるL,
笹) 研究所には ,各種の研究施設 ,設備 (以下 ｢各種設備等｣ とい う )
がおかれるのが通例であるが ,これ らの管腰 ,運転 ,製作 ,設計等
のためには高密の専門的知識を必要 とす るの したがって ,これらの







tJl) 共 同利用協議会 の設置
所長の諮問に応 じて ,研 究所の施設の利用 ,設置 ,共同研究 の計画
等共 同利用に関する専門技術的な車項を審議 する機関 として ,共 同利
用巌議会を置 き ,研究所の職員及び研究所の 目的 とす る研究の分野を
専攻す る所外 の研 究者をもって構成す る0
回 大学等 との銘刀等
① 共同研究の中心的機 関としてその研究の実施のため大学か ら研究
者を受入れ ,研究所長 の監督 の下に研究に年寄せ しめるものとす るn
⑦ 大学院 研究科に在学 す る学生が ,研究所において研究に従客 して
い るときは ,学長 はFuTr究所における研究を当該大学院における研究
の一部 とみなす ことができるものとす るE,
③ 研究所は ,大字 その他の研究機熊の求めに応 じて戟 昌を派遣 する
ことができるものとす る凸
国立の ｢共 同利用研究所｣ の機横国 (秦 )
商議 会
(決定機関 )
